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 わが国の犯罪は現在、減少傾向にある。刑法犯の検挙人員は平成 16年の 128万 9,416人
をピークに減少し、平成 26年には 81万 9,136人と減少している。また、刑務所に入所す





























年度には木工や建築等 12 種目であったが、平成 10 年度、15 年度と種目が増え、平成 18
年度には雇用情勢に応じた職業訓練の実施を目的に情報処理やホームヘルパー等が追加さ
























































































































































































ームページによれば、訓練棟は定員 5 名のアカシアホーム、定員 4 名のすみれホームの 2
棟において行われ、平成 25年度には 18人が自活訓練棟を活用し、そのうち 6人が地域移
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